
平成２７年度概算要求について

法 務 省

第１ 経費関係

１ 一般会計 ７，６３２億円

２ 東日本大震災復興特別会計 １８億円

第２ 定員関係

増員要求数 １，４５９人，定員合理化数等 △９７２人

第３ 組織関係

法務省訟務局の設置



一般会計
 (単位:百万円)

１　　大臣官房関係経費 125,909 128,166 2,258 635

２　　訟務関係経費 1,844 1,857 13 13

３　　日本司法支援センター関係経費 31,037 31,864 827 827

４　　施設整備関係経費 19,247 34,596 15,349 15,349

５　　法務総合研究所関係経費 1,901 2,080 180 182

６　　登記・戸籍等関係経費 126,321 128,381 2,060 2,233

７　　検察関係経費 106,766 108,629 1,863 1,681

８　　矯正関係経費 229,530 233,901 4,371 4,567

９　　更生保護関係経費 24,564 26,554 1,990 1,770

１０　人権擁護関係経費 3,360 3,736 376 376

１１　出入国管理関係経費 45,204 48,426 3,221 2,542

１２　公安審査委員会関係経費 67 66 0 0

１３　公安調査庁関係経費 14,113 14,951 838 809

729,862 763,209 33,346 30,985

東日本大震災復興特別会計
 (単位:百万円)

１　　登記事務関係経費 2,007 728 1,279 1,439

２　　民事法律扶助等関係経費 900 670 230 230

３　　更生保護活動関係経費 213 212 1 1

４　　施設復旧関係経費 756 197 560 560

3,876 1,807 2,069 2,230

平　成　２７　年　度　事　項　概　算　要　求　等　額 

事　　　項
平成26年度
予　算　額

平成27年度
概算要求等額

増△減額
うち物件費

合　　計

事　　　項
平成26年度
予　算　額

平成27年度
概算要求額

増△減額
物件費

△ △

△ △

△ △

合　　計 △ △

△ △
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前年度予算額

(A)

概算要求等額

 (B)

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

①審査ブースの増設等 0 1,525 1,525

0 224 224

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

2,793 3,602 809

1,935

3,602

12,822

「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等の開催を見据えて，外国人旅行者が我が国への出入国
を迅速かつ円滑に行えるよう，また，訪日外国人旅行者数の増加に対応できるよう，計画的に，地方空
港・港湾を含めたＣＩＱについて，必要な物的・人的体制の整備を進める。」（再興戦略118頁，骨太15頁）
を受けたもの。

一般会計概算要求等における重点事項の概要

   対前年度
   増△減額

   （B-A)

（単位：百万円）

１　出入国管理体制の強化 14,757

809

　オリンピック・パラリンピック東京大会や観光立国施策の推進による訪日外国人の増加に対応するために
必要な出入国審査体制を強化

　「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等の安全確保のために不可欠な関連情報の収集分析につ
いて，必要な物的・人的体制の整備を進める。」（再興戦略118頁，骨太15頁），「テロ対策・カウンターインテ
リジェンス，治安の人的・物的基盤の確保等を推進する。」（骨太20頁）を受けたもの。

２　治安・テロ対策の強化 2,793

　オリンピック・パラリンピック東京大会の開催に向け，我が国の良好な治安を確保することができるよう，公
安調査活動による治安・テロ対策を強化

Ⅰ　オリンピック・パラリンピック東京大会開催に向けた対策の推進

テロ，オリンピック関連動向等の情報収集の強化

②水際対策徹底のためのインテリジェンス機能の
　充実強化
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前年度予算額

(A)

概算要求等額

 (B)

   対前年度
   増△減額

   （B-A)

（単位：百万円）

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

0 1,373 1,373

757 963 206

③雇用ニーズに対応した職業訓練の拡大 529 805 277

9,876

①刑務所出所者等を雇用した協力雇用主への
　支援の強化

　再犯防止対策の推進 3,68313,559

　「協力雇用主への支援を含む刑務所出所者等に対する就職支援等を推進する。」（骨太9頁），「保護司を
支える基盤の強化を含む矯正･保護等の再犯防止対策を推進する。」（骨太20頁）を受けたもの。

　「世界一安全な日本」の実現に不可欠な刑務所出所者等の再犯防止のため，対象者の特性に応じた処
遇の強化，住居の確保，就労支援等の再犯防止対策を強化

②更生保護サポートセンターの拡大等保護司に
　対する支援の強化

Ⅱ　刑務所出所者等の再犯防止対策の推進
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前年度予算額

(A)

概算要求等額

 (B)

   対前年度
   増△減額

   （B-A)

（単位：百万円）

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

19,247 34,596 15,349

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

1,984 2,328 344

2,328

19,247

　旧耐震基準により昭和５６年以前に整備された法務省施設及び職員宿舎の建替え等の耐震対策を促進

　　日本再興戦略等の下での我が国経済の再生及び震災復興のため，登記所備付地図整備事業を推進

34,596

1,984

１　老朽化した法務省施設・宿舎の建替え等の促進

２　登記所備付地図整備事業の推進

15,349

法務省施設・宿舎の建替え・改修等

344

　「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」を踏まえ，府省
横断的な国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）の取組を推進する。」（骨太20頁），「治安の人的・物的基
盤の確保等を推進する。」（骨太20頁）を受けたもの。

　　「都市部の地籍整備を推進する。」（骨太18頁，再興戦略・中短期工程表36頁）を受けたもの。

Ⅲ　暮らしの安全・安心等のための諸施策の推進

大都市部及び被災地等における地図整備事業の実施
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前年度予算額

(A)

概算要求等額

 (B)

   対前年度
   増△減額

   （B-A)

（単位：百万円）

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

172 629 457

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

いじめ問題対策の充実強化等 617 1,112 494

2,715 1,368３　検察活動の充実強化

取調べの録音・録画装置等の整備

　　捜査・公判に必要な物的基盤を確保することにより検察活動を充実強化

1,347

617

　いじめ等の子どもの人権問題に対応するため，調査救済活動，相談窓口の周知，啓発活動を充実強化

1,112

　「第2期教育振興基本計画」等に基づき，学制改革に関する検討を進めるなど，総合的に教育再生を実
行する。」（骨太8頁）を受けたもの（「第2期教育振興基本計画」に，いじめ，暴力行為等の問題への取組の
徹底が明記。）。

　「サイバー犯罪対策，組織犯罪対策，特殊詐欺等への対策を講ずるとともに，治安の人的・物的基盤の確
保等を推進する。」（骨太20頁）を受けたもの。

494４　子どもの人権問題対策の充実強化
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前年度予算額

(A)

概算要求等額

 (B)

   対前年度
   増△減額

   （B-A)

（単位：百万円）

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

①司法ソーシャルワークに向けた態勢整備 0 125 125

②ＤＶ・ストーカー等被害者に対する法的支援の強化 0 251 251

〈施策の概要〉

〈日本再興戦略・骨太の方針との関連〉

〈27年度要求における主な新規・拡大事項〉

ASEAN地域等における法制度整備支援の推進等 228 349 121

31,864５　総合法律支援の充実強化

　「日本企業の海外ビジネスを支える制度的基盤を整備するため，中国，ASEAN地域を中心に法制度整備
支援を一層推進する」（再興戦略124頁），「我が国が強みを持つ分野での法制度を含む法制度整備支援
を推進する。」（骨太12頁（注））を受けたもの。

31,037

121

827

　主にＡＳＥＡＮ諸国を始めとする開発途上国の持続的成長を実現するために不可欠な法的基盤作りを支
援するとともに，法の支配を定着させるため，法制度整備支援等を推進

　国選弁護等関連業務，民事法律扶助業務等の総合法律支援を充実強化

228 349６　法制度整備支援等の推進

　「総合法律支援等頼りがいのある司法の確保を推進する。」（骨太20頁）を受けたもの。
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　　※　　事項別の要求のほか，本省内部部局において，10人の増員要求及び20人の
 　　　　3年間時限延長要求がある。

     平成２７年度定員要求事項　
法　　　　務　　　　省　

平成２７年度増員要求数 1,459人（ 1,105人）
定員合理化数等 ▲972人（▲ 779人）

（純増要求数） 487人（ 326人）

○ 刑務所等保安業務体制等の充実強化 刑務官等 524人

○ 出入国管理体制の充実強化 入国審査官 300人

○ 検察体制の充実強化 検事・検察事務官 274人

○ 保護観察体制等の充実強化 保護観察官等 80人

○ 公安調査体制の充実強化 公安調査官 80人

○ 訟務事件処理体制の充実強化 訟務官 15人

○ 人権侵犯事件事務処理体制の充実強化 係長 8人

「治安確保」のための体制整備
～安全で安心に暮らせる社会の実現～

「訟務事件処理・人権の擁護」のための体制整備

※ 増員要求数1,459人のうち，172人は時限の定員に係る要求である。
※ 定員合理化数等972人には，時限の到来に伴う減3人及び業務改革に係る
もの419人を含む。

※  ( ）内数字は，平成26年度の要求数等である。

○ 登記申請事件処理体制の強化等 登記官等 168人
（このほか，時限が到来する表示登記専門官21人の3年間時限延長を要求）

「経済基盤の形成・復興加速化」のための体制整備
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法 務 省

              （単位：百万円） 頁

Ⅰ　オリンピック・パラリンピック東京大会開催に向けた対策の推進

1 出入国管理体制の強化 14,757 1

2 治安・テロ対策の強化 3,602 3

Ⅱ　刑務所出所者等の再犯防止対策の推進

再犯防止対策の推進 13,559 4

Ⅲ　暮らしの安全・安心等のための諸施策の推進

1 老朽化した法務省施設・宿舎の建替え等の促進 34,596 5

2 登記所備付地図整備事業の推進 2,328 6

3 検察活動の充実強化 2,715 7

4 子どもの人権問題対策の充実強化 1,112 8

5 総合法律支援の充実強化 31,864 9

6 法制度整備支援等の推進 349 10

一般会計概算要求等における重点事項の概要
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